
平成22年度 柏原市人事行政の運営等の状況

Ⅰ．職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用・退職の状況（平成21年4月2日～平成22年4月1日）

(2)職種別職員数（平成22年4月1日現在）

一般行政職 税務職 医師
薬剤師・
医療技術

看護・
保健職

福祉職 企業職 技能労務職 教育職 合計

290人 33人 29人 25人 172人 54人 24人 27人 32人 686人

Ⅱ．職員の給与等の状況について
　　市職員の給与や職員数の状況についてお知らせします。職員の給与は、地方公務員法に定める給与決定の原則に

　基づき、生計費、国や他の地方公共団体の職員の給与、民間事業の従業員の給与等を参考にして定めています。

　　給与の基本的な事項は、市議会の議決を経て「一般職の給与に関する条例」などで定められています。

　　また、職員数については、本市の厳しい財政状況を踏まえ、①人件費抑制のための事業見直しによる職員削減を実施、

　②民間委託でも行える事業等については、随時委託化の実施、③各部門を最小限の職員数で事業対応の出来る適正

　な職員配置の取組み等を実施しており、今後も引き続き実施してまいります。

※　なお、ここでお知らせする給与は、すべて税や各種保険料などを引き去る前の額で、

   いわゆる手取り額ではありません。

（１）人件費の状況（普通会計決算）
（参　考）
20年度の人件費率

21年度 73,349 人

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）
職員数
（Ａ）
　401人
(3)

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

採用者数 42人
退職者数 54人

実　質　収　支
（Ａ）

20.80%22,576,531千円 4,405,860千円 19.50%　　　11,992千円

（Ｂ／Ａ）
１人当り給与費

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。　

624,207千円

1.  総　　括

22年度

区　分
（平成22年3月31日現在)
住民基本台帳人口 歳　　出　　額

6,469千円2,613,474千円

人　件　費　率
（Ｂ／Ａ）

期末・勤勉手当 計（Ｂ）職員手当

人　　件　　費
（Ｂ）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
区　分

給　　　　料

1,648,733千円 340,534千円



２．職員の平均給料月額、初任給等の状況

（１）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

　　1)一般行政職

柏原市 43歳2月
国 41歳9月

　　２)技能労務職

柏原市 45歳0月
うち清掃職員 47歳0月
国 49歳3月

（２）職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

一　般 大学卒

行政職 高校卒

技　能 高校卒

労務職 中学卒

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）

大学卒
高校卒
高校卒

（注）１．各経験年数に該当する職員数が３人以下の場合は、近似の階層について記載しています。
　　　２．各経験年数と近似の階層に該当する職員数が３人以下の場合は、「－」と記載しています。

335,117円 422,564円 386,907円

325,579円 － 395,666円

平均給料月額

区分 平均年齢 平均給料月額

区分 平均年齢

平均給与月額
(国ベース）

平均給与月額

415,306円

平均給与月額

322,291円

（注）１ 　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

338,120円

２０年

-

140,100円

１０年

402,767円

平均給与月額
(国ベース）

経験年数経験年数

柏　原　市区分 国

経験年数

178,800円

142,300円

区　　　分
１５年

147,200円

271,500円
-
-

一般行政職

技能労務職

334,363円

-

370,360円
-

330,937円
-
-

-

149,800円

395,140円 377,360円
284,514円 －

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
　　　　　　手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　　　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
　　　　　　ているものです。

172,200円



３．一般行政職の級別職員数等の状況
（平成22年4月1日現在）

特１等級 特２等級 １等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級 ６等級 計

標準的な職務内容 部　　長 次　　長 課　　長 課長補佐 係　　長 主　　事 主事補 事務員

２９０人

区　　　　　分

職　　員　　数 ９１人 ４１人 ２８人 ２３人１３人 １６人 ３７人 ４１人

100.0%

100.0%

100.0%考

構　　成　　比

１年前の構成比

５年前の構成比

参

31.4% 14.1% 9.7% 7.9%4.5% 5.5% 12.8% 14.1%

28.3% 17.9% 8.8% 8.2%3.6% 4.9% 14.0% 14.3%

21.2% 45.4% 0% 0%3.3% 3.6% 9.6% 16.9%

(注）１．柏原市の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数です。

２．標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職名です。

特２等級 特２等級
特１等級

4 5%

特１等級

3 6%

特１等級

3 3%

100%

２等級

14.1%

２等級

14.3%

２等級

16.9%

１等級

12.8%

１等級

14.0%

１等級

9.6%

特２等級

5.5%

特２等級

4.9%

特２等級

3.6%

特１等級

4.5%

特１等級

3.6%

特１等級

3.3%

70%

80%

90%

100%

３等級

31.4%

３等級

28.3%

３等級

21.2%

２等級

14.1%

２等級

14.3%

２等級

16.9%

１等級

12.8%

１等級

14.0%

１等級

9.6%

特２等級

5.5%

特２等級

4.9%

特２等級

3.6%

特１等級

4.5%

特１等級

3.6%

特１等級

3.3%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

等級 ６等級 8 2%

５等級

9.7%
５等級

8.8%

４等級

14.1%

４等級

17.9% ４等級

45.4%

３等級

31.4%

３等級

28.3%

３等級

21.2%

２等級

14.1%

２等級

14.3%

２等級

16.9%

１等級

12.8%

１等級

14.0%

１等級

9.6%

特２等級

5.5%

特２等級

4.9%

特２等級

3.6%

特１等級

4.5%

特１等級

3.6%

特１等級

3.3%

10%
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６等級, 7.9% ６等級, 8.2%
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9.7%
５等級

8.8%

４等級

14.1%

４等級

17.9% ４等級
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３等級

28.3%

３等級

21.2%

２等級

14.1%

２等級

14.3%

２等級

16.9%

１等級

12.8%

１等級

14.0%

１等級

9.6%

特２等級

5.5%

特２等級

4.9%

特２等級

3.6%

特１等級

4.5%

特１等級

3.6%

特１等級

3.3%
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４．職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２１年度）

１,５４９千円 －

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.75 月分 　1.40 月分 　2.75 月分 　1.40月分
（1.50）月分 （0.70）月分 （1.50）月分 （0.70）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（２）退職手当（平成22年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23. 5月分 30.55月分 勤続２０年 23. 5月分 30.55月分

勤続２５年 33. 5月分 41.34月分 勤続２５年 33. 5月分 41.34月分

勤続３５年 47. 5月分 59.28月分 勤続３５年 47. 5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当り平均支給額

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

（３）地域手当（調整手当）（平成22年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（21年度普通会計決算）

（４）特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

労務員　日額160円 その他の職
員　日額100円

左記に対する支給単価

現年度分については徴収金額の
1,000分の2、滞納繰越分につい
ては徴収金額の1,000分の5、差
押調書1件につき60円、物件の引
上げ1件について100円、市税の
賦課、犯則取締り又は固定資産
評価のための調査1日60円

感染症予防に従事する職員が感染症の予
防及び感染症の消毒作業又は質問若しく
は調査に従事したとき

清掃作業手当は、職員がごみその他の汚
物の清掃作業に従事したとき

現年度分については徴収金額の
1,000分の2、滞納繰越分につい
ては徴収金額の1,000分の5

1件につき200円,1件を増すごと
に100円を加算。勤務時間外に従
事したときは、1件につき400円
とし、1件を増すごとに200円を
加算

労務員　日額　160円　運転手
日額　100円

柏　　　原　　　市

(役職加算５～２０％）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給実績（21年度普通会計決算）

17,398千円

支　　　　給　　　　率

（2%～20%加算）

手　当　の　種　類　（手当数）

ねずみ族昆虫等駆除手当

24,979円(49人)

17種
11.98%

清掃主管課に所属する職員で、ねずみ族
昆虫等駆除の作業に従事した職員

支 給 対 象 職 員 数 (全会計）

支給実績（21年度普通会計決算） 108,523千円

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算５～２０％・管理職加算１０～２５％）

定年前早期退職特例措置

国柏　　　原　　　市

278,264円(390人)

686人

6%

手当の名称 主な支給対象業務及び職員

国　の　制　度（支給率） 3%

1,224千円

職員全体に占める手当支給職員の割合(〃)
支給職員１人当たり平均支給年額（〃)

感染症消毒等作業手当

清掃作業手当

市税事務手当は、市税主管課に所属する
職員で、市税の賦課、徴収又は調査に関
する事務を主たる職務とするもの

国民健康保険料事務手当
国民健康保険料主管課に所属する職員
で、国民健康保険料の事務を主たる職務
とするもの

市税事務手当

（2%～20%加算）

定年前早期退職特例措置



（５）時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

手術業務手当 病院に勤務する看護師、准看護師 日額100円

1日につき1,000円(深夜業務は
1,200円)

日額60円

日額100円。1か月に20日を超え
る職員については、その超える1
日につき50円を加算

非常災害が発生し、又は発生するおそれ
がある場合に災害の発生を防御し、又は
応急的救助若しくは作業等危険を伴う緊
急な現場作業に従事した職員

1件160円

市立病院の毎月の入院収益及び
外来収益総額の100分の5以内の
額

日額150円

1回2,200円  1分娩1,000円又は
500円

医師1件2,000円、看護師又は准
看護師1件400円

行旅病人　1件　500円、行旅死
亡人　1件　1,000円

火葬死体1体について1,500円

日額150円

病院に勤務する職員が、正規の勤務時間
による勤務の一部又は全部が深夜におい
て行われる業務に従事したとき

結核患者の家庭を訪問し、結核の療養指
導に従事したとき

病院に勤務する助産師で、助産業務に従
事する助産師

大型免許の資格を要するバス、自動車文
庫用バスを運転する職員

行旅病人及行旅死亡人の収容作業に従事
した職員

火葬場に勤務する職員が、死体火葬作業
に従事したとき

病院に勤務する医師及び看護師又は准看
護師が、当直勤務時間内に外来患者の診
療業務に従事したとき

助産業務手当

結核患者接触手当

死獣処理作業手当

運転業務手当

行旅病人及び行旅死亡人の
収容作業手当

火葬場勤務手当

非常災害現場作業手当

病院の診療業務手当

放射線取扱作業手当

夜間業務手当

清掃主管課に所属する職員で、死獣の処
理作業に従事した職員

市立病院に勤務する医師

病院及び診療所に勤務する職員で、エッ
クス線その他の放射線を人体に対して照
射する作業を主たる職務とするもの及び
その補助者に対して、当該作業に従事し
たとき

336,005円(171人)

57,457千円

当直勤務時間内診療業務手
当

支給実績（21年度普通会計決算）

職員１人当たり支給年額（21年度普通会計決算）

支給実績（20年度普通会計決算）

職員１人当たり支給年額（20年度普通会計決算） 325,010円(197人)

64,027千円



（６）その他の手当（平成22年4月1日現在）

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 13,000円
子 6,500円

　　　一人 11,000円

住居手当 （国制度）
借家　27,000円／上限 借家　27,000円／上限

通勤手当

管理職手当

24,037千円
82,886円
(290人)

支給実績
（21年度普通会計決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額（21年度)

55,000千円
266,990円
(206人)

129,119千円
697,940円
(185人)

19,352千円
345,571円
(56人)

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

　交通機関等利用職員で6ヶ月
定期の運賃

国制度との異同

同    じ

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて俸給
月額の8％～25％を支給

同　　じ

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
42,000円～90,000円を支給

※配偶者のない職員の場合
の扶養親族の内

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給



５．特別職の報酬等の状況 ６．職員数状況
（平成22年4月1日現在） （１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

区　　　分 給料月額等

840，000円

745，000円
給
料

市　長

副市長

月額

月額

副議長

610，000円

570，000円

月額

月額
報
酬

一
　
般

議 会 6

議　長

対前年
増減数

主な増減理由
部門 平成21年 平成22年

区  分 職　　員　　数

1 業務量の増

総 務 企 画 104 102 -2 欠員不補充

7

欠員不補充

民 生 95 90 -5 欠員不補充

税 務 36 33 -3

(職制上の加算措置あり)

副議長

議　員

議　長

副議長

550，000円

570，000円月額

月額
酬

＜21年度支給割合＞

市　長

副市長

般
　
行
　
政

小　計 321

80

民 生 95 90 5 欠員不補充

業務量の増

農 林 水 産 7 8 1 業務量の増

衛 生 26 27 1

土 木 45 44 -1 欠員不補充

商 工 2 2 0

313 -8

特別
行政

教 育 80 77 -3 欠員不補充

小　計 77 -3

病 院 214 215 1 業務量の増4 15月分

期
　
末
　
手
　

4.15月分

＜21年度支給割合＞

(職制上の加算措置あり)

（算定方式）

840,000×30/100×48月＝

12,096,000円

745,000×27/100×48月＝

9,655,200円 （注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

議　員

副議長

公営
企業
等

病 院 214 215 1 業務量の増

水 道 24 -2 欠員不補充

下 水 道 26 26 0

26

欠員不補充

小　計 298 296 -2

そ の 他 32 31 -1

合　　　計
699 686 -13

[833] [833] [0]

4.15月分

市　長

副市長

退
　
職
　
手

　
当

（注） 職員数 般職 属す 職員数 す。

（支給時期） 　　　２　[    ]内は､条例定数の合計です。

退職の日から１ヶ月以内

任期ごとに支給 （２）年齢別職員構成の状況　（平成22年4月1日)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
未満

20歳

23歳

6572 68 110 7025 671

40歳

27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

24歳 28歳 32歳 36歳20歳

51歳 55歳 59歳

0

52歳

以  上

44歳 48歳

47歳

56歳 60歳

686

計

49 86 73

手
　
当

6572 68 110 7025 671 0 68649 86 73

12

14

16

18 %

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18 %

H22構成比

H17構成比
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〜
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歳
〜
3
1
歳

3
2
歳
〜
3
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歳

3
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歳
〜
3
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歳

4
0
歳
〜
4
3
歳

4
4
歳
〜
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歳

4
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〜
5
1
歳

5
2
歳
〜
5
5
歳

5
6
歳
〜
5
9
歳

6
0
歳
以
上

%

H22構成比

H17構成比



(３) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①　定員適正化目標（数）

②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

終 期

計 画 期 間

始 期
数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日 △ 27人

③ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要（各年４月１日現在）

18年

612

16年 17年

22減　員

19年

8 2

　
部 門

704人

15年 21年

15

20年

9

減　員 11

△ 9

　
22年

部 門

増　員

差　引 △ 20

32 6

0

14

12△ 4
一般行政

職員数 359

4 0

△ 15

336

3

△ 6

15年～22
年

85

321339 330 342330

一般行政

減 員

増　員 3

職員数 313

差　引 △ 8

313

35

△ 50



７．公営企業職員の状況
（１）水道事業
　１）職員給与費の状況
　　ア　決算

（参　考）
20年度の総費用に占
める職員給与費比率

２１年度

　　イ　予算
職員数
（Ａ）
26
(3)

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

　２)職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

柏原市   44歳6月
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

１人当り給与費
給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

128,031千円 30,052千円  50,079千円

区　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

    208,162千円

18.50%

        8,006千円

区　分 総　　費　　用 職員給与費
総費用に占める

（Ａ）

２２年度

 1,516,077 千円

純損益又は
実質収支

51,983千円  278,800千円 18.39%

職員給与費比率
（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

      373,405 円      560,429 円

区分 平均年齢 基　　本　　給 平均月収額



　３）職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２１年度） １人当たり平均支給額（２１年度）

１,５５４千円 １,５４９千円

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.75 月分 　1.40 月分 　2.75 月分 　1.40 月分
（1.50）月分 （0.70）月分 （1.50）月分 （0.70）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

  イ 退職手当（平成22年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23. 5月分 30.55月分 勤続２０年 23. 5月分 30.55月分

勤続２５年 33. 5月分 41.34月分 勤続２５年 33. 5月分 41.34月分

勤続３５年 47. 5月分 59.28月分 勤続３５年 47. 5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 その他の加算措置

  ウ 地域手当（調整手当）（平成22年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（21年度水道事業会計決算）

  エ 特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

  オ 時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

職員１人当たり支給年額（〃）

定年前早期退職特例措置

360,831円(12人)

4,330千円

781,878円(10人)

7,819千円

支給実績（21年度水道事業会計決算）

職員１人当たり支給年額（〃）

支給実績（20年度水道事業会計決算）

272,972円(29人)

29人

6%

手当の名称 主な支給対象業務及び職員

国　の　制　度（支給率） 3%

94千円

職員全体に占める手当支給職員の割合(〃)
5,500円(17人)

柏原市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算５～２０％）

定年前早期退職特例措置

柏原市（一般行政職）

（2%～20%加算）（2%～20%加算）

薬剤等取扱作業手当

緊急呼出作業手当

3種
60.71%

徴収手当

支給職員１人当たり平均支給年額（〃)

7,916千円

正規の勤務時間外に、緊急作業に従事す
るため呼び出された職員

柏　　　原　　　市

(役職加算５～２０％）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給実績（21年度水道事業会計決算）

支　　　　給　　　　率
支給実績（21年度水道事業会計決算）

柏　　　原　　　市

支 給 対 象 職 員 数 (水道事業会計）

左記に対する支給単価
手　当　の　種　類　（手当数）

水道料金の徴収事務に従事したとき

浄水場において消毒滅菌薬剤又は通電設
備の取扱作業に従事した職員 1日につき100円

1回につき200円

現年度分　納入通知書1件につき
5円    滞納繰越分　納入通知書
1件につき10円



  カ その他の手当（平成22年4月1日現在）

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 13,000円
子 6,500円

　　　一人 11,000円

住居手当
借家　27,000円／上限

通勤手当

管理職手当

一般行政職の制度との異同

同　　じ
管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
42,000円～90,000円を支給

※配偶者のない職員の場合
の扶養親族の内

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

　交通機関等利用職員で6ヶ月
定期の運賃

同    じ

4,738千円
249,363円
(19人)同　　じ

2,181千円
83,867円
(26人)

9,908千円
582,824円
(17人)

同　　じ 480千円
25,263円
(19人)

支給実績
（21年度決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額（21年度)



Ⅲ．職員の勤務条件・勤務時間等の状況

(1) 勤務時間（本庁勤務職員の場合）

始業時間 終業時間 休憩時間

土曜日及び日曜日

国民の祝日に関する法律に規定する休日

12月30日から翌年の1月4日までの日

(２) 年次有給休暇の概要

平均取得日
数

(３) 特別有給休暇の概要

制 度 概 要

事　　　　　　由

在職1年以上の職員が結婚するとき

職員が生理日の就業が著しく困難な場合

7.4日
1年につき20日を付与 現
年分のみ翌年に繰り越し
可

夏季における盆等の諸行事、心身の健
康維持及び増進又は家庭生活の充実の
ため

勤続年数が10年、20年、30年に達する
職員の心身疲労の回復のため

配偶者10日、父母7日、子5日

産前8週間（多胎妊娠は14週間）
産後8週間

閉　　庁　　日

職員の出産に伴う産前産後期間

7時間45分 38時間45分

期 　　間

職員の親族が死亡した場合

生後3年に達しない子を育てる職員が、
その子の保育のために必要と認められ
る授乳等を行う場合

3日以内

午前8時45分 午後5時15分 45分間

1日あたりの勤務時間 1週間あたりの勤務時間

7日以内

2日以内

1日2回それぞれ30分以内

又は1日1回1時間以内

7日以内

10年2日、20年3日、30年5日

その他3親等内の親族1日

小学校就学始期に達するまでの子を養
育する職員が、その子の看護のため勤
務しないことが相当と認められる場合

職員の妻の出産に伴い必要と認められ
る入院の付き添い等のため勤務しない
ことが相当と認められる場合

年5日以内

祖父母・兄弟姉妹・配偶者の父母3日



Ⅳ．職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分の発令状況（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）
　　　分限処分は、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、職員の意に反
　　する不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務能率の維持向上を図ることを目的
　　としています。分限処分には、降任、免職、休職、降給の４種類があります。

降任 免職 休職 降給

－ － 15件 －

(２) 懲戒処分の発令状況（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）
　　　懲戒処分は、職員の一定の服務義務違反に対して科する制裁としての処分で、公務
　　における規律と秩序の維持を目的として職員の道義的責任を問うものです。懲戒処分
　　には、戒告、減給、停職、免職の４種類があります。

戒告 減給 停職 免職

－ － － －

Ⅴ．職員の服務の状況

服務に関する通達回数（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

Ⅵ．職員の研修に関する状況

（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）
コース数 受講者数

一般研修 階層別研修 9 364人
実務研修 21 71人
教養研修 3 570人
派遣研修
（国・府
等） 36 70人
派遣研修
（近隣9市合
同研修） 9 89人
Ｅラーニン
グ 11 60人

1,224人

公務上負傷し、又は疾病にかかり療養
のため勤務しないことが相当と認めら
れる場合

1年以内

私傷病の療養のため勤務しないことが
相当と認められる場合

研　　　　修　　　　名

特別研修

計

60日以内

その他、ドナー休暇・ボランティア休暇・妊娠した職員の母体保護に関する休暇等

　※ 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上していま
す

綱紀の粛正及び服務規律の確保に関する通達　２回



Ⅶ．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 健康診断の実施状況（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

健康診断名 受診者数

定期健康診
断（夏季）

712人

定期健康診
断（冬季）

119人

Ｂ型肝炎予
防ワクチン
接種

16人

大腸検診 169人

胃部健康診
断

45人

(２) 人間ドックの受診状況（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

被保険者(職
員)数

199人

被扶養者数 39人

大阪府市町
村職員健康
保険組合が
実施する人
間ドック受
診者数

30歳以上の職員

対　　　象　　　者

福祉関係職員・保育士・
幼稚園教諭

技能労務職員・保育士・
水道局技術職員・柏原病
院配膳関係職員

40人

頸肩腕腰痛
健康診断

18人

上記の検査で抗体のない
職員

Ｂ型肝炎予
防HBs抗原抗
体検査

40歳以上の職員

全職員

柏原病院医師及び看護師


